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評 価 に 基 づ く 以 上 ， サ ボ タ ー ジ ュ の 可 能 性 が 絶 え ず 存 在 す る こ と に な る
（Lazear,1989）。 
ホワイトカラーの昇進については，人事データを用いた実証研究により，早い昇進


















































































































道府県警察本部がある。警察庁の予算構成（2013 年度補正後）では，総額 2,591 億円
のうち 32.5％が人件費であり，都道府県警察本部に至っては予算総額 3 兆 1,574 億円
のうち実に 81.0％までもが人件費で占められており，まさに警察が「人の組織」であ
ることが示される。加えて，総務省統計局の統計データで警察官の定員を確認すると
1981 年では 21 万 2,230 名であったものが，2014 年には 25 万 7,041 名にまで増員さ
れており，殆どの行政機関の公務員が削減対象となるなかで，警察官は毎年一貫して

















































































































140 万件，交通事故も 66 万件（2012 年）発生しているが，自治体警察内で処理でき
る案件がほとんどなので，現場の意思決定も迅速になる。これは警察業務の緊急性を
鑑みても大きなメリットである。一方，自治体警察から警察庁に上がる情報は重要案
階級 警察庁 警視庁 県警（大） 県警（小） 署（大） 署（小）
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副総監・部長 本部長 － － －
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警視 課長補佐 課長・管理官 課長 課長 副署長 署長
警部 係長 係長 課長補佐 課長補佐 課長 課長
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ところで，1991 年に自治体警察における人事制度にとって重要な 2 つの改革があ
った。1 つは，警部補定員の倍増を中心とする階級構成の抜本的な是正であり，もう
1 つは，試験制中心であった昇進制度に選抜・選考昇進制を大幅に投入したことであ



























































【注】  警視庁では，A 県警の組織に公安部と組織犯罪対策部が追加され，本部長の
代わりに警視総監が置かれ，副官として副総監が置かれる。 




図 3 は，警察官の階級別の定員を表している。A 県警察本部の 1987 年の階級別定
員の割合を確認すると，警視 2％，警部 4％，警部補 14％，巡査部長 34％，巡査（長）
46％であった。しかし，2006 年では警視 2.5％，警部 6％，警部補 29％，巡査部長
29％，巡査（長）33.5％となっており，ピラミッド型の階級構造から，小池（1981）
が指摘する「将棋の駒」型への変容が確認できる。加えて，警視庁の 2009 年の階級
別定員割合も 2006 年の A 県警と殆ど相違がなく，全国の警察本部で階級構造の変容
が進んでいることが想像される。なお，警視正以上の国家公務員たる警察官は，全国

































2 である。データは「毎索（毎日新聞記事検索 2010～2015 年）」である。 
まず，表 2 で確認できることは，A 県警の警視正以上のポストでは本部長，警務部
長，刑事部長，警備部長に警察官僚が就任していることである。一方，地方採用警察
官では，総務部長を筆頭とした部長職，方面本部長，首席監察官，警察学校長，各参






























警視 警部 警部補 巡査部長 巡査（長）
【出所】A 県人事委員会『職員の給与等に関する報告及び勧告参考資料 5（1987～2006 年） 
警視庁警察職員の定員に関する規則（2009 年 4 月 1 日）に基づき筆者作成 
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警察白書によると 2013 年度の警察庁の予算構成は，総額 2,591 億円のうち 32.5％












 本稿の構成は，2 で企業と行政の先行研究を整理し，3 で警察制度について概説し






                                                   

































































































                                                   
7 警察官僚も他省庁のキャリア官僚と同様，国家公務員Ⅰ種試験（法律，経済，行政）から採用さ
れる。 


























                                                   
9 「官房系業務」には，表 1 の官房や総務・警務といった管理的な職務だけではなく，長官，次長，官房長，
管区局長，警視総監，副総監，本部長，警察署長といった総括管理職を含む。 



















































                                                   


















表 2 は表 1 の職務分類を踏まえ，ある職務から別の職務への異動に着目して，個々
の警察官僚全ての異動を合算した統合職務異動表である。例えば，対象者 P１が初職 J
１からそれ以降 J２→J３→J４→J５→J６の順で 5 回の職務異動を繰り返したとすると，











                                                   



































回）で，異動回数の 2／3 は職務異動であるため，おおむねヨコの異動で占められている。 
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総務 官房警務 生活安全 地域 刑事 組織犯罪 警備 公安 外事 内閣 その他 比率
20 95 20 2 16 0 17 6 9 1 6 26 7 24 0 4 0 253
7.9% 37.5% 7.9% 0.8% 6.3% 0% 6.7% 2.4% 3.6% 0.4% 2.4% 10.3% 2.8% 9.5% 0% 1.6% 0% 100%
110 483 54 2 136 3 79 86 41 30 4 107 48 105 1 12 2 1,303
8.4% 37.1% 4.1% 0.2% 10.4% 0.2% 6.1% 6.6% 3.1% 2.3% 0.3% 8.2% 3.7% 8.1% 0.1% 0.9% 0.2% 100%
14 87 57 1 30 0 12 19 3 3 0 15 10 17 0 4 0 272
5.1% 32.0% 21.0% 0.4% 11.0% 0% 4.4% 7.0% 1.1% 1.1% 0% 5.5% 3.7% 6.3% 0% 1.5% 0% 100%
0 4 4 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 1 0 0 0 13
0% 30.8% 30.8% 0% 15.4% 0% 0% 15.4% 0% 0% 0% 0% 0% 7.7% 0% 0% 0% 100%
23 157 29 2 232 7 25 28 4 13 1 34 14 53 0 1 6 629
3.7% 25.0% 4.6% 0.3% 36.9% 1.1% 4.0% 4.5% 0.6% 2.1% 0.2% 5.4% 2.2% 8.4% 0% 0.2% 1.0% 100%
0 6 0 0 4 0 1 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 14
0% 42.9% 0% 0% 28.6% 0% 7.1% 7.1% 7.1% 0% 0% 0% 0% 7.1% 0% 0% 0% 100%
13 119 12 0 16 0 127 18 1 2 1 18 11 26 0 4 0 368
3.5% 32.3% 3.3% 0% 4.3% 0% 34.5% 4.9% 0.3% 0.5% 0.3% 4.9% 3.0% 7.1% 0% 1.1% 0% 100%
9 120 12 0 13 2 11 97 33 23 2 8 25 39 4 1 0 399
2.3% 30.1% 3.0% 0% 3.3% 0.5% 2.8% 24.3% 8.3% 5.8% 0.5% 2.0% 6.3% 9.8% 1.0% 0.3% 0% 100%
10 52 3 0 3 0 4 32 38 23 0 9 6 10 0 1 1 192
5.2% 27.1% 1.6% 0% 1.6% 0% 2.1% 16.7% 19.8% 12.0% 0% 4.7% 3.1% 5.2% 0% 0.5% 0.5% 100%
3 29 4 0 13 0 2 13 23 40 0 6 9 21 31 3 0 197
1.5% 14.7% 2.0% 0% 6.6% 0% 1.0% 6.6% 11.7% 20.3% 0% 3.0% 4.6% 10.7% 15.7% 1.5% 0% 100%
0 15 1 0 0 0 1 0 0 0 4 1 0 0 0 0 0 22
0% 68.2% 4.5% 0% 0% 0% 4.5% 0% 0% 0% 18.2% 4.5% 0% 0% 0% 0% 0% 100%
17 117 15 1 31 0 22 5 5 6 1 17 6 11 1 5 0 260
6.5% 45.0% 5.8% 0.4% 11.9% 0% 8.5% 1.9% 1.9% 2.3% 0.4% 6.5% 2.3% 4.2% 0.4% 1.9% 0% 100%
6 48 9 1 16 1 14 19 9 5 1 9 32 11 0 2 0 183
3.3% 26.2% 4.9% 0.5% 8.7% 0.5% 7.7% 10.4% 4.9% 2.7% 0.5% 4.9% 17.5% 6.0% 0% 1.1% 0% 100%
16 88 30 0 37 1 29 27 10 22 0 16 6 59 18 0 0 359
4.5% 24.5% 8.4% 0% 10.3% 0.3% 8.1% 7.5% 2.8% 6.1% 0% 4.5% 1.7% 16.4% 5.0% 0% 0% 100%
2 2 2 0 6 0 2 7 5 8 0 6 14 0 11 0 0 65
3.1% 3.1% 3.1% 0% 9.2% 0% 3.1% 10.8% 7.7% 12.3% 0% 9.2% 21.5% 0% 16.9% 0% 0% 100%
5 14 3 0 3 0 1 4 0 1 0 0 1 2 1 12 0 47
10.6% 29.8% 6.4% 0% 6.4% 0% 2.1% 8.5% 0% 2.1% 0% 0% 2.1% 4.3% 2.1% 25.5% 0% 100%
0 4 0 1 6 0 2 2 0 1 0 0 0 2 0 0 0 18
0% 22.2% 0% 5.6% 33.3% 0% 11.1% 11.1% 0% 5.6% 0% 0% 0% 11.1% 0% 0% 0% 100%
248 1,440 255 10 564 14 349 366 182 178 20 272 189 382 67 49 9 4,594
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と呼ばれ，これから推計された理論値 Fｉｊは実際の度数 fｉｊに一致する。 
以上のモデルを用いて警察官僚の職務異動について分析を進めるが，分析には先の





異動元と異動先の職務の関連効果を A×B で表し，完全異動モデルを A＋B で表現す
る。また，職務の異動元（A）と異動先（B）でそれぞれ官房を 1，生活安全を 2，刑
事を 3，交通を 4，警備を 5 と表記して表 4 に分析結果を示した。なお，モデルの採
択には尤度比カイ二乗統計量（G２）と AIC の数値が低く，P 値が 10％水準（5％水準
でも関連性あり）でも有意ではないモデルを採択する。 
1 2 3 4 5
合計
官房 生活 刑事 交通 警備 比率
708 78 155 96 173 1,210
58.5% 6.4% 12.8% 7.9% 14.3% 100%
105 62 32 12 27 238
44.1% 26.1% 13.4% 5.0% 11.3% 100%
186 31 243 26 47 533
34.9% 5.8% 45.6% 4.9% 8.8% 100%
132 12 16 127 21 308
42.9% 3.9% 5.2% 41.2% 6.8% 100%
223 19 31 17 322 612
36.4% 3.1% 5.1% 2.8% 52.6% 100%
1,354 202 477 278 590 2,901






























意であり，このモデルが適合しないことを示している。M2 は M1 の完全異動モデル
に対角線上だけ，つまり同一職務内での異動だけに強い関連性があり，それ以外はラ
ンダムというモデルを追加したものであるが，結果は 2.5％水準で有意とならなかっ
た。M3 は M2 の 22「生活→生活」と 44「交通→交通」を除外して代わりに度数の大
きい 21「生活→官房」と 41「交通→官房」を入れたモデルであるが，1％水準で有意
となりモデルは適合しない。つまり度数が多い数値を挿入したからといって，モデル
が適合するわけではないことが示される。M4～M7 は M2 にそれぞれ，21「生活→官
房」，31「刑事→官房」，41「交通→官房」，51「警備→官房」を追加したモデルであ
るが，M4 と M6 は 5％水準で有意ではなく，M5 と M7 は 10％水準でも有意ではない
ためモデルが適合する。M8 は M2 に「官房以外→官房」を全て 7 追加したモデルで
あるが，ログリニア分析の妙味が飽和モデルに含まれる変数（効果）よりもできるだ













Ｇ 2 df p AIC
Ｍ1 A+B 1034.44 16 0.00 48.08
Ｍ2 M1+[11+22+33+44+55] 21.81 11 >0.025 7.97
Ｍ3 M1+[11+21+33+41+55] 266.75 11 0.00 17.77
Ｍ4 M2+[21] 17.76 10 >0.05 7.89
Ｍ5 M2+[31] 15.06 10 >0.10 7.78
Ｍ6 M2+[41] 17.38 10 >0.05 7.87
Ｍ7 M2+[51] 14.92 10 >0.10 7.77
Ｍ8 M2+[21+31+41+51] 5.41 8 >0.10 7.55
モデル
【注】  G2 は尤度比カイ二乗統計量，df はモデルの自由度，p は偏差の有意水準， 






警察官僚個人のキャリアから技能形成を把握するため，同期採用者（1969 年 11 名，









表 5 は，採用年次別に 4 種類の職務経験の分布をみたものである。この結果から警
察官僚は，各期とも驚くほど同じようなキャリア形成が行われていることがわかる。
つまり，1969～1971 年に採用された全ての警察官僚のキャリアの平均値は概ね，官
房系業務を 10 年，キャリアの核を 10 年，その他業務を 6 年，出向を 5 年経験してい
ることが観察された。構成比率では「官房系業務」「キャリアの核」「その他業務と出
向経験」でそれぞれ 1／3 ずつ，警察官僚のキャリアが振り分けられていることが確








ijjijy     （2） 
 
 













と「その他業務と出向経験」で 2／3 のキャリアを保有している一方で，1／3 の経験
として「特定の専門分野」を保有しているという新たな知見が得られた。 
 












きる『毎日 News パック（毎日新聞 各地方版）』を利用する。以下ではその人事デー
標本の大きさ 合計 合計
異動回数 比率 比率
11 9.6 11.2 5.3 5.2 31.3 16.4 14.9 31.3
20.7 30.8% 35.7% 16.8% 16.6% 100% 52.3% 47.6% 100%
13 10.0 9.9 6.0 4.7 30.5 14.6 15.9 30.5
20.5 32.7% 32.5% 19.5% 15.4% 100% 47.9% 52.2% 100%
16 10.9 9.8 5.4 5.1 31.3 14.1 17.3 31.3
20.8 34.8% 31.4% 17.4% 16.4% 100% 44.9% 55.1% 100%
異動回数 官房系業務 キャリアの核 その他 出向 合計 本庁 地方等 合計







本庁 地方等採用年次 官房系業務 キャリアの核 その他 出向
【注】  下段に分散分析の結果 （数値は F 統計量）を示した。 
欠損値が多いサンプルや途中退職者は除いている。 






～2010 年：A1～A7 の 7 名），B 県警察本部（1996～2010 年：B1～B9 の 9 名），C










傾向は A 県警の警察官だけではなく，B 県警，C 県警でも顕著に観察できることから，
警部時代の技能形成の特徴はキャリアの幅が狭く，一つの職務内で幅の広い異動が繰
り返されており，その技能形成は警部補時代から行われている可能性が高い。 













                                                   
14 3 県警とも政令指定都市を抱える大規模な警察本部である。 
15 情報公開法や捜査上の問題から地方採用警察官の「巡査から警部補」の人事データは公表されて
いない。 




る。これは，警視正の階級をもって就任できるポストが 20 程度しかない（A 県警）
ため，同一職務内での異動が困難になることが要因であると考えられる。 
 





警視長昇進 A1 A2 A3 B1 B2 B3 C1 C2 C3
警視正６年目 － － － 総務部長 総務部長 総務部長（退職） － 総務部長（退職） 刑事部長（退職）
警視正５年目 総務部長 生活安全部長 退職（未昇進） 刑事部長 刑事部長 総務部長 刑事部長 総務部長 刑事部長
警視正４年目 総務部長 ↑ 総務部長 署長（大） ↑ 刑事部長 総務部長 ↑ 刑事部長
警視正３年目 ↑ 生活安全部長 市警察部長 ↑ 署長（大） 交通部長 署長（大） 生活安全部長 ↑
警視正２年目 署長（大） 刑事部参事官 ↑ 地域部長 警備部長 ↑ 警察学校長 ↑ 署長（大）
警務部参事官 水上署長 署長（大） 署長（大） 地域部長 署長（大） 警務部参事官 署長（大） 警務部参事官
2006 2006 2004 1996 2000 2005 1999 2000 2005
警視正昇進 A4 B4 B5 B6 C4 C5 C6
警視１３年目 ↑ 生活安全部長 － － － － －
警視１２年目 警務部参事官 市警察部長 ↑ － 警務部参事官 － － －
警視１１年目 ↑ 水上署長 交通部長 署長（小） 警務部参事官 警務部参事官 刑事部参事官 － －
警視１０年目 監察官室長 生活安全部参事官 交通部参事官 生活安全部参事官 生活安全部参事官 ↑ 署長（小） 署長（大） 署長（大）
警視９年目 署長（小） ↑ ↑ ↑ 署長（小） 署長（小） ↑ 交通部統括参事官 ↑
警視８年目 公安２課長 暴対１課長 交通企画課長 署長（小） ↑ 署長（小） 捜査１課長 ↑ 総務課長
警視７年目 副署長（大） 銃器対策課長 署長（小） 監察官 捜査３課長 生活環境課長 鑑識課長 交通部参事官 公安３課長
警視６年目 公安１課管理官 機捜隊長 交通機動隊長 交通機動隊長 鑑識課長 監察官 留置管理課長 高速交通隊長 監察官
警視５年目 ↑ ↑ 総務課管理官 管区警察局 署副署長 署副署長 刑事総務課統括官 交通課統括管理官 公安３課次席
警視４年目 公安３課次席 暴対２課付 ↑ 生活安全課管理官 総務課次席 警務課次席 捜査４課次席 ↑ ↑
警視３年目 ↑ 銃器対策課調査官 広報課次席 ↑ 公安１課管理官 警務課管理官 ↑ 管区警察局 管区警察局
警視２年目 監察官室調査官 ↑ 総務課調査官 署次長 警務部付 ↑ 警務課管理官 ↑ ↑
空港警備派出所長 警察署刑事官 警察署地域官 監察官室管理官 署次長 署刑事官 署刑事管理官 交通企画課管理官 警備課管理官
1994 1995 1997 1997 1997 1998 2000 2000 2001
警視昇進 A5（初の女性警部） A6 A7 B7 B8 B9 C7 C8 C9
警部１３年目 副署長（大） ↑ 広報課管理官 － 警備部理事官 署副署長 － － －
警部１２年目 ↑ ↑ ↑ － 署次長 ↑ 署交通管理官 退　職 －
警部１１年目 少年課調査官 捜査２課調査官 国体対策課次席 交通企画課管理官 公安課管理官 生活安全課室長 署地域管理官 ↑ －
警部１０年目 ↑ ↑ ↑ ↑ 署地域官 監察官室次席 署総務課長 交通機動隊管理官 署刑事管理官
警部９年目 警察署地域官 暴対２課付（出向） 警備課付（出向） 署警務課長 ↑ 署刑事官 ↑ ↑ ↑
警部８年目 警察学校長補佐 ↑ ↑ ↑ 署警備課長 ↑ 署総務警備課長 ↑ ↑
警部７年目 署警務課長 暴対２課長補佐 ↑ 運転教育課長補佐 ↑ ↑ 警ら地区隊長 運転免許試験場長 捜査３課課長補佐
警部６年目 ↑ ↑ ↑ ↑ 警備課長補佐 生活安全課補佐 ↑ ↑ ↑
警部５年目 ↑ ↑ ↑ 署交通課長 ↑ 署生活安全課長 警ら地区隊長 署交通１課長 ↑
警部４年目 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 署地域課長 ↑ ↑
警部３年目 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 交通機動隊長 捜査３課特捜班長
警部２年目 警務課長補佐 捜査二課長補佐 警備課長補佐 ↑ ↑ ↑ 署地域課長 ↑ ↑
警部昇進 署地域一課長 署刑事課長 署警備課長 署交通課長 署警備課長 署地域２課長 署地域２課長 署交通課長 署刑事３課長
（西暦） 1994 1994 1994 1997 1997 1998 1998 1998 1999
警部補 教養課係長 暴対二課係長 公安二課係長 交通企画課係長 総務課係長 銃器対策課係長 署係長 高速隊 刑総係長
警視正昇進







なお，A1 と A2 の警察官のみ警視昇進時点から警視長昇進時点を捉えている。 

















る。つまり，各地方採用警察官個人の観測値 y は，全体平均 μ と所属県警αの効果に
加えて，誤差項 ε も伴って観察される。一元配置の分散分析（下段）と多重比較検定
































































32 0.59 7.38 1.28 9.25 5.32 3.94 9.25
2.47 6.4% 79.7% 13.8% 100% 57.5% 42.5% 100%
25 4.12 4.48 1.48 10.08 6.84 3.24 10.08
5.80 40.9% 44.4% 14.7% 100% 67.9% 32.1% 100%
8 4.50 0 0.13 4.63 2.63 2.00 4.63
2.38 97.2% 0% 2.7% 100% 56.7% 43.2% 100%
32 0.84 6.72 1.69 9.25 4.22 5.03 9.25
3.25 9.1% 72.6% 18.2% 100% 45.6% 54.4% 100%
14 6.29 2.79 1.71 10.79 6.86 3.93 10.79
7.50 58.3% 25.8% 15.9% 100% 63.5% 36.4% 100%
8 4.50 0 0 4.50 2.38 2.13 4.50
2.38 100% 0% 0% 100% 52.8% 47.2% 100%
25 1.00 6.56 1.56 9.12 4.60 4.52 9.12
3.44 11.0% 71.9% 17.1% 100% 50.4% 49.6% 100%
13 3.23 4.15 1.77 9.15 6.85 2.31 9.15
5.77 35.3% 45.4% 19.3% 100% 74.8% 25.2% 100%
7 4.00 0 0 4.00 2.43 1.57 4.00
2.29 100% 0% 0% 100% 60.7% 39.3% 100%
階級 異動回数 官房系業務 キャリアの核 その他 合計 本部 警察署等 合計
警部時代 8.286*** 0.983 0.769 0.428 0.112 1.598 1.523 0.112
警視時代 16.746*** 7.572*** 3.121* 0.206 11.076*** 0.000 4.269** 11.076***
警視正時代 0.075 1.217 - 0.937 2.036 0.157 1.440 2.036
警部時代（異動） 警視時代（異動） 警視時代（官房） 警視時代（核） 警視時代（署）
A - B *** A - B *** A - B ** A - B * A - B * A - B A - B *
A - C *** A - C A - C A - C A - C ** A - C A - C **
B - C B - C *** B - C *** B - C B - C *** B - C ** B - C ***
Aと差がある Bと差がある Bと差がある AB間で差あり 全ての組み合わせに差がある BC間で差あり 全ての組み合わせに差がある































【注】  下段に分散分析（数値は F 統計量）の結果を示した。 
最下段に分散分析の下位検定にあたる多重比較検定の結果を示した。 
＊＊＊は 1％水準，＊＊は 5％水準，＊は 10％水準でそれぞれ有意を示す。 
警察庁および管区警察局への出向は，本部扱いとする。 














































































内田恭彦（2009）「次世代経営幹部候補者のキャリアと技量」 日本労働研究雑誌  








会論集 第 44 巻第 1 号 pp.3‐25 
中嶋学（2002）「地方自治体における異動と人材育成に関する考察」同志社政策科学
研究 第 3 巻第 1 号 pp.355‐357 
中嶋学，新川達郎（2007）「地方自治体におけるキャリア形成」同志社政策科学研究  
第 9 巻 第 1 号 pp.51‐60 
中村圭介（2004）「変わるのはいま －地方公務員改革は自らの手で－」ぎょうせい  
中村恵（1995）「ホワイトカラーのキャリア幅」高橋祐吉編『現代日本のホワイトカ
ラー』社会政策学会年報 第 39 集 御茶の水書房  
早川征一郎（1997）「国家公務員の昇進・キャリア形成」日本評論社 
前浦穂高（2004）「地方公務員の人事異動  A 県の事例を中心に」 日本労働研究雑誌  




職員の事例から」青山経済論集 第 54 巻 第 3 号 pp.43‐81 
松尾孝一（2005）「書評」日本労働研究雑誌 第 538 号 pp.83‐85 
峯野芳郎（2000）「地方公共団体における職員の昇進管理について」組織科学  
第 34 巻 第 2 号 pp.80‐91 
宮園司史（1993）「階級制度の意義」河上和雄，國松孝次，香城敏麿，田宮裕『講座 
日本の警察 第 1 巻 警察総論』立花書房 
村松岐夫（1981）「戦後日本の官僚制」東洋経済新報社  
村松岐夫（1994）「日本の行政」中央公論社 





小山善一郎，石丸陽（2005）『日本警察官僚総合名鑑－昭和 23 年～平成 16 年』新時
代社 
第 147 回国会参議院行政監視委員会会議録第 5 号（平成 12 年 4 月 3 日） 

































度の警察庁の予算構成は，総額 2,591 億円のうち 32.5％が人件費であり，都道府県警








                                                   






































































































































































































                                                   































































































【注】  警視庁には，A 県警の組織に公安部と組織犯罪対策部が追加され，本部長の
代わりに警視総監が置かれ，副官として副総監が置かれる。 





25 万人）を擁する大組織であるが，本庁の警察官僚は毎年 15 名ほどしか採用されな
いため，調査時点の在籍者は僅か 560 名にとどまる。内訳は本庁に 270 名，都道府県








職（本庁・地方別）と階級の関係を表 1 に示し，それぞれ 10 段階にランク付けする
ことで実証分析にも用いる。なお，ランク 1～6 の一般職については「地方分権改革
推進会議資料」から，ランク 7～10 の指定職23については「参議院，国家公務員の指
定職の俸給に関する答弁書第 157 号」から役職の序列を抽出し整理した。 
 





                                                   
22 警察改革状況報告（2007）では，警視への昇進時期を採用後 7 年程度へ遅らせるとしている。 
23 指定職とは多くの場合，本庁審議官級（ランク 7）以上のポストを指す。本庁課長級（ランク 6）
までの給与は民間企業の従業員給与を参考にして決められるが，指定職の給与は役員報酬を参考と
する。 
役　職 警察庁　本庁ポスト 地方機関ポスト 階　級
ランク１ 本庁採用（警察大学校研修） 警察署地域課（派出所）配属 警部補
ランク２ 係長　 警視庁係長，警察大学校助教授 警部
ランク３ － 県警課長（大・小規模） 警視
ランク４ 課長補佐，他機関補佐級 警視庁・大阪府警・皇宮警察　課長（警視級） 警視
ランク５ 理事官　級 県警部長（大・小規模），警視庁課長（警視正級） 警視正
ランク６ 課長 本部長（小規模），地方管区部長　級 警視長
ランク７ 審議官，首席監察官　級 本部長（大・中規模），警視庁部長　級 警視監
ランク８ 部長，総括審議官　級 地方管区局長，大阪府警，皇宮本部長，副総監，大学校長 警視監
ランク９ 官房長，局長　 － 警視監
ランク１０ 長官（階級なし），次長（警視監） 警視総監 警視総監







































































握するため，警視監クラスの役職を序列に基づき 3 段階とした。 
1971 年採用者のキャリアをみると，同一年次同時昇進の時期はランク 2 までと比
較的短く，ランク 3 が先行研究でいう第 1 選抜出現期となる。ランク 4 からは昇進ス
ピード競争期がはじまり，選抜により昇進速度にバラツキが出始めて職位に明確な差
が生じるが，敗者復活も多数確認できる。ランク 6 到達までに転職で 2 名が退職し，
ランク 7 を過ぎる頃から昇進できずに県警本部長（大・中）クラスで滞留した後に退
職する者（5 名）も出始めるが，実に 9 割の者が指定職に昇進している。指定職内で
は，ランク 8 からランク 9 への昇進が決定的選抜に相当すること，さらにランク 8 ま
では選抜色も緩く順当に昇進（70％）していることを鑑みれば，警察官僚は入庁後 30
年にも及ぶ「極めて遅い昇進」政策の下で，長期雇用が約束されているといえよう。
そして，ランク 9 への昇進時にようやくトーナメント方式で 4 名まで昇進者が絞られ，













































は 4 年次分に限定している。図 3 には①各ランクでの在職人数，②昇進年齢と階級の
概要，③主要ポスト（本庁・地方別）への昇進比率（人数）を計算し表記した。 
まず，①の各ランクの在職人数で確認できることは，採用当時のランク 1（58 名）


































































































































































































































ぼす可能性もある。ランク 7 からランク 8 への昇進は，大・中規模の県警本部長で退
職する者が増えるために昇進者も 41 名まで絞られ，その先のランク 9 への昇進が民
間企業でいう決定的選抜ポストということになる。ランク 10 へ昇進するためには，








争となるが，ランク 8 まで 70％の者が到達しているため，警察庁が 30 年にも及ぶ「極
めて遅い昇進」政策を採用していることが確認された。しかしながら，本当に 30 年
もの間「極めて遅い昇進」方式でほとんど昇進に差をつけずに突然，ランク 9（官房


















































































































































































































～1971 年の間に採用された全ての警察官僚 263 名から勤続 20 年未満の途中退職者，
転籍出向者，そして欠損値の多い 18 名を除いた 245 名である。本項でのキャリアデ
ータは，計量分析に用いるためサンプルサイズを増やした上で，採用から退職（終期




 Pr( = 1) = Φ( + ) = ∫ √ /               （Ⅰ） 
 = 1    ∗ > 0 = 0    ∗ ≤ 0 
 

























表 2 記述統計量 
 
変　　数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
【ランク６】：昇進速度 245 22.612 2.324 18 37
【ランク５】：昇進速度 245 15.849 2.010 11 24
【ランク４】：昇進速度 245 10.465 1.733 6 15
官房長，本庁局長 245 0.192 0.395 0 1
本庁課長 245 0.722 0.449 0 1
   課長（官房，警務） 245 0.273 0.447 0 1
   課長（生活安全，保安） 245 0.188 0.391 0 1
   課長（刑事） 245 0.180 0.385 0 1
   課長（交通） 245 0.151 0.359 0 1
   課長（警備） 245 0.184 0.389 0 1
警視庁課長 245 0.343 0.476 0 1
本庁課長補佐 245 0.710 0.455 0 1
   課長補佐（官房，警務） 245 0.135 0.342 0 1
   課長補佐（生活安全，保安） 245 0.098 0.298 0 1
   課長補佐（刑事） 245 0.188 0.391 0 1
   課長補佐（交通） 245 0.163 0.370 0 1
   課長補佐（警備） 245 0.253 0.436 0 1
県警課長（大規模） 245 0.682 0.467 0 1
県警課長（小規模） 245 0.841 0.367 0 1
本庁係長 245 0.902 0.298 0 1
【初任配属先】
　 警視庁　 245 0.253 0.436 0 1
　 大阪府警 245 0.163 0.370 0 1
　 県警（大規模） 245 0.584 0.494 0 1
東京大学法学部卒 245 0.445 0.498 0 1
採用者数 245 17.008 5.860 9 31
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プロビット分析の結果は，2 段階に分けて表 3 に示した24。まず（1）式の結果は，


























                                                   
24 245 名を用いるモデルは表 3 の（1）（2）式のみであり，職務別の説明変数を投入したモデルで
ある（1）’（2）’（3）（3）’式については，通信局課長経験者がランク 9 へ誰も昇進しておらず推計
に用いることができないため，やむなく通信局課長経験者 13 名を除いた 232 名で推計している。
なお，通信局課長経験者は，審議官，本庁部長，管区警察局長等には昇進している。 
25 図 2（1971 年採用）では初任配属先が警視庁の者は 18 名中 4 名である。 
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説明変数(x ) ∂F /∂x ∂F /∂x ∂F /∂x
【ランク６】：昇進速度 - -0.019 - -0.016 - -0.016
本庁課長 + *** 0.169
   課長（官房，警務） + *** 0.273 + *** 0.242
   課長（生活安全，保安） + 0.038 + 0.023
   課長（刑事） + 0.109 + 0.106
   課長（交通） - -0.004 - -0.044
   課長（警備） + ** 0.190 + 0.156
【ランク５】：昇進速度 - -0.006 - -0.011 - -0.007
【ランク１】：初任配属先
　 警視庁　（ベース）
　 大阪府警 - -0.013
　 県警（大規模） - -0.047
東京大学法学部卒 + *** 0.166 + *** 0.164 + * 0.120
採用者数 - -0.005 - -0.003 - -0.004
observations
Log pseudo-likelihood
説明変数(x ) ∂F /∂x ∂F /∂x ∂F /∂x
【ランク５】：昇進速度 - ** -0.035 - ** -0.032 - ** -0.031
【ランク４】：昇進速度 - -0.015 - -0.014 - -0.018
警視庁課長 + *** 0.246 + *** 0.264 + *** 0.279
【ランク４】：本庁課長補佐 + ** 0.149
   課長補佐（官房，警務） + * 0.142 + ** 0.129
   課長補佐（生活安全，保安） + 0.051 + 0.048
   課長補佐（刑事） + *** 0.198 + *** 0.184
   課長補佐（交通） + 0.119 + 0.144
   課長補佐（警備） + 0.044 + 0.012
【ランク３】：県警課長（大規模） + 0.076 + 0.075 + 0.083
 　　　　　　 県警課長（小規模） - -0.002 - -0.034 + 0.014
【ランク２】：本庁係長 + 0.000 + 0.072 + 0.017
【ランク１】：初任配属先
　 警視庁　（ベース）
　 大阪府警 - * -0.213 - * -0.231
　 県警（大規模） - ** -0.204 - *** -0.205
東京大学法学部卒 + 0.010 - -0.047 - -0.071
採用者数 - *** -0.014 - *** -0.014 - *** -0.016
















(1 ) (1 )´
245
-101.466
(2 ) (2 )´
232
-90.151
【注】 ＊＊＊は 1％水準，＊＊は 5％水準，＊は 10％水準でそれぞれ有意を示す。 









ヘックマンの 2 段階推定の結果，第 1 段階では通常のプロビットとほぼ同様の推計結
果が示され，第 2 段階では本庁課長経験者の中で，特に官房課長を経験することがラ
















までとなり，ランク 3 で第 1 選抜が行われる。ランク 4 からは昇進スピード競争期と
なるがリターンマッチも多く，昇進速度の効果は明確ではない。指定職内では，官房
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るという fast track の存在を示したが，Pucik（1981）は日本企業でも「早い昇進」
方式の昇進管理が存在することを示している。ただし，樋口（2001）は，fast track
制度には 2 種の過誤があり注意が必要であると指摘する。第 1 種の過誤は，本当は優
秀ではない人を fast track に乗せてしまう過誤であるが，これは優秀ではないと気づ













































































































関係を示している。表 1 より 1967 年と 2006 年の階級構成の変化をみると，巡査（巡
査長を含む）という最下位の階級への偏りが大幅に是正されて，階級構成がピラミッ






























                                                   
34 政令・条例で総定員および階級定員が決まっており，団塊世代退職後も階級構成割合に変化はな
い。また，総務省統計データ（分析対象期間内）によると警察官の定員は，一貫して右肩上がりで
増員（1987 年約 22 万→2005 年約 25 万人へ）されている。 
35 A 県人事委員会のご厚意により，HP 上に公表されていないデータも含め 20 年分の資料を頂い
た。 
階級 等級 県警（大） 署（大） 署（小）
警察庁長官 － 1967年 2006年 高卒 大卒 － － －
警視総監 － － － － － － － －
警視監 － － － － － 本部長 － －
警視長 － 不明 1～2名 選考 選考 部長 － －
警視正 － 不明 0.2% 選考 選考 部長 署長 －
警視 6,7級 2% 3% 選考 選考 課長 副署長 署長
警部 5級 4% 7% 30歳 30歳 課長補佐 課長 課長
警部補 4級 9% 28% 26歳 26歳 係長 係長 係長
巡査部長 3級 17% 30% 23歳 24歳 主任 主任 主任
（巡査長） 2級 － － 係 係 係













【注】受験資格：巡査部長（巡査で大卒 2 年，短大卒 3 年 6 ヶ月，高卒 4 年 6 ヶ月の実務経験） 
        警部補（巡査部長で大卒 1 年 6 ヶ月，短大卒 2 年，高卒 3 年の実務経験） 
        警部（警部補で学歴に関係なく 4 年の実務経験）:A 県警採用パンフレットより 
【出所】地方分権改革推進会議（2002.5.17）資料，「A 県人事委員会 職員の給与等に関する報告














































































































































































の 20 年分を用いて，A 県警における地方採用警察官の昇進構造（全体像）を把握し
たい。この資料を時系列で整理することで，ある年齢集団（コーホート）がどのよう
に昇進していくのかをキャリア・ツリーの手法を用いて分析することが可能となる。   
本項では 1987～2006 年までの 20 年間の階級（給与等級）別人員分布を，①1987
年に大卒で直接採用された年齢にあたる 22 歳の年齢集団（下段）と，②2006 年に定
年退職を迎える 59 歳の年齢集団（上段）として整理し，図 2 としてキャリア・ツリ
ーを作成した。また，A 県警の昇任規程に基づき，各階級への昇進試験の学歴別受験






まず下段の表を観察すると，25 歳で 2 名が巡査部長に選抜され，29 歳で 2 名が警
部補に昇進している。警部への昇進には 37 歳で 5 名の選抜があり，警部補昇進時か







の警視には 43 歳で「選考」により 3 名が選抜されており，A 県警の昇進管理におけ
る選考選抜の実態がうかがえる。また，1992 年から給与等級制度が 6 級制から 7 級
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さらに表 1 にも示したとおり，1991 年の都道府県警察の昇進制度改革において，
警部補定員の倍増を中心とする階級構成の抜本的な見直しが行われたが，この改革は
図 1 の上段で観察できる。つまり，1991 年（44 歳）の巡査部長の人数は 257 名であ



































く観察する必要がある。そこで，前項と同一の資料 20 年分（1987～2006 年）のプー
ルデータを用いて表 2 を作成し，A 県警では昇進試験により各階級に何歳でファース
7 -1 0 1 0 0 2 2 6 4 5 0 -1 5 -2
警視 7級 7 6 6 7 7 7 9 11 17 21 26 26 25 30 28
3 1 -4 3 0 8 1 7 -1 3 -1 2 0 -2 0 -4 -3
警視 6級 3 4 0 3 3 11 12 19 18 21 20 22 22 20 20 16 13
3 6 1 -1 2 5 3 -4 -1 -7 2 1 -1 -2 -1 1 1 -5 -11
警部 5級 30 33 39 40 39 41 46 49 45 44 37 39 40 39 37 36 37 38 33 22
7 8 2 6 11 23 19 32 13 19 11 2 8 0 -3 -4 -8 -26 -50
警部補 4級 85 92 100 102 108 119 142 161 193 206 225 236 238 246 246 243 239 231 205 155
-12 -12 -2 6 -5 -19 -7 -32 -7 -20 -9 -5 -15 -12 -12 -11 -9 -20 -17
巡査部長 3級 277 265 253 251 257 252 233 226 194 187 167 158 153 138 126 114 103 94 74 57
（巡査長） 2級 119 120 114 109 98 88 79 63 60 52 46 38 36 37 33 29 29 24 16 12
巡査 1級 20 19 15 13 9 8 5 4 1 1
87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 0 1 2 3 4 5 6
40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59
警視 7級
警視 6級 6級制 7級制
5 1 3 -2 7
警部 5級 5 6 9 7 14
2 5 4 6 4 9 7 8 13 9 8 4 9
警部補 4級 2 7 11 17 21 30 37 45 58 67 75 79 88
2 8 9 2 10 7 13 15 21 13 9 5 -2 -10 -7 3 -10
巡査部長 3級 2 10 19 21 31 38 51 66 87 100 109 114 112 102 95 98 88
（巡査長） 2級 大卒75名 9 15 78 104 85 67 54 40 36 30 21 18
巡査 1級 174 198 209 207 197 190 184 183 176 145 56 6 2
87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 0 1 2 3 4 5 6















【注】  1987 年度に 22 歳の者が 174 名在職しているが，「地方公務員給与の実態（1987
年）」によるとその内 75 名が大卒者である。 
昇進年齢については，外れ値（出向者等）をクリーニングしている。 






まず，巡査部長への昇進試験の受験資格は，高卒で実務経験が 4 年 6 ヶ月，大卒で





る。すなわち，22 歳で大卒採用された者は，僅か 2 年足らずで第 1 選抜が行われてい
ることになり，稲継（1996）が指摘する地方公務員にみられるような係長選抜試験（30
歳前後）と比べても「早い昇進」が行われていることが確認できる。 
次に警部補への昇進試験の受験資格は，大卒で巡査部長の実務経験 1 年 6 ヶ月以上




るが実際，ファーストランナーの昇進年齢は 34～37 歳（警部補昇進から 8 年以上経
過）に集中しており，警部補へ早く昇進しても警察署課長職にあたる警部への昇進時
期は均される傾向にあると言えよう。 






































報を収集し，表 3 に昇進事例を整理している。 
 
                                                   
39 20 府県分の警察の人事データを鳥瞰すると，全ての警察本部で学歴，年齢，採用区分情報が公
表されず，昇進年月日や警部の人事データを公表していない警察本部も多い。 
年　齢 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29
巡査部長試験 0 0 0 0 0 0 20 38 7 - - -
0 0 0 0 0 2 5 4 8 2 3 11
11 9 5 16
年　齢 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41
警部試験 0 0 0 1 11 19 1 6 - - - -
警部補試験 23～25歳までの昇進者を除いた場合
【注】 セカンドランナー以降は「－」を記載している。 
      警部補の 26～29 歳の人数が異なるのは，年齢別で「最速昇進者」を累積している
ことが理由である。 













警視長昇進 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ
警視正７年目 退職（年度末） － － － 退職（年度末） － － －
警視正６年目 ↑ 市警察部長：退職 総務部長：退職（途中） 退職（年度末） ↑ － － －
警視正５年目 総務部長 市警察部長 総務部長 地域部長 総務部長 退職（未昇任） 総務部長 生活安全部長
警視正４年目 警察学校長 ↑ 交通部長 ↑ 交通部長 総務部長 総務部長 ↑
警視正３年目 ↑ 生活安全部長 ↑ 地域部長 ↑ 市警察部長 ↑ 生活安全部長
警視正２年目 警務部参事官 署長（大） 署長（大） 方面本部長 警務部参事官 ↑ 署長（大） 刑事部参事官
警視正昇進 署長（大） 管区局生活安全課長 署長（大） 署長（大） 署長（大） 署長（大） 警務部参事官 署長（大）
（年） 1995 1995 2000 2001 2001 2004 2006 2006
警視正昇進 Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ
警視１３年目 署長（大） 警察学校長 － － － －
警視１２年目 警務部参事官 ↑ 市警察部長 － － － 警務部参事官
警視１１年目 ↑ 署長（小） 交通部長 方面本部長 警備部参事官 － ↑ 署長（大）
警視１０年目 総務課長 公安第一課長 交通部参事官 署長（大） 方面本部長 署長（大） 監察官室長 生活安全部参事官
警視９年目 署長（小） 厚生課長 ↑ 公安第一課長 署長（小） 組織犯罪対策 署長（小） ↑
警視８年目 装備課長 監察官 交通企画課長 公安第三課長 署長（小） ↑ 公安第二課長 暴対課長
警視７年目 副署長（大） 署長（小） 署長（小） 署長（小） 教養課長 捜査第一課長 副署長（大） 銃器対策課長
警視６年目 ↑ ↑ 交通機動隊長 ↑ 機動隊長 生活環境課長 公安一課管理官 機捜隊長
警視５年目 警務課管理官 警務課管理官 総務課管理官 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑
警視４年目 ↑ ↑ ↑ 公安１課管理官 ↑ 刑事企画課管理官 公安第三課次席 暴対課付
警視３年目 外事課調査官 ↑ 広報課次席 副署長（大） 管区警察局出向 ↑ ↑ 銃器対策課調査官
警視２年目 ↑ ↑ 総務課調査官 ↑ 広報課調査官 刑事企画課調査官 監察官室調査官 ↑
警視昇進 警察庁出向 警務課調査官 警察署地域官 警備課調査官 警察署刑事官 警察署刑事官 警備派出所長 警察署刑事官
（年） 1996 1996 1997 1998 1998 1999 1994 1995
警視昇進 Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ Ｖ
警部１３年目 副署長（大） ↑ ↑ 広報課管理官 ↑ 捜査１課調査官 副署長（大） 退職
警部１２年目 ↑ ↑ 警察署交通官 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑
警部１１年目 少年課調査官 捜査二課調査官 ↑ 警備対策課次席 ↑ 捜査一課長補佐 監察官室調査官 外事課調査官
警部１０年目 ↑ ↑ 副署長（小） ↑ ↑ ↑ 警察署地域官 ↑
警部９年目 警察署地域官 暴対課付（警察庁出向） ↑ 警備課付（警察庁出向） 生活安全企画課調査官 ↑ ↑ ↑
警部８年目 警察学校長補佐 ↑ 交通捜査課長補佐 ↑ 生活安全企画課長補佐 ↑ ↑ ↑
警部７年目 署警務課長 暴対課長補佐 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑
警部６年目 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 捜査二課長補佐 ↑ ↑
警部５年目 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 広報課課長補佐 外事課長補佐
警部４年目 ↑ ↑ 監察官室長補佐 ↑ ↑ 機動捜査隊長補佐 ↑ ↑
警部３年目 ↑ ↑ ↑ ↑ 少年課長補佐 ↑ 警務課付 署外事課長
警部２年目 警務課長補佐 捜査二課長補佐 駐対課長補佐 警備課長補佐 ↑ ↑ ↑ ↑
警部昇進 署地域一課長 署刑事課長 署交通課長 署警備課長 署生活安全課長 署刑事課長 署地域三課長 署警備課長
（年） 1994 1994 1994 1994 1994 1995 1995 1997





なお，G と H の警察官のみ警視昇進時点から警視長昇進時点を捉えている。 
【出所】毎日新聞「毎日 News パック（各地方版）1994～2010 年」を基に筆者が作成 
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この表 3 に基づき在職年数を計算し，計量分析の結果を表 4 に再整理している。A
県警のサンプルでは，警部が警視に昇進する場合の在職年数は最短で 9 年，警視が警
視正に昇進する場合は最短 9 年，警視正が警視長に昇進する場合は最短 5 年必要であ
る。先に表 2 で示した初期キャリアにおける試験選抜の最速年齢と合わせて考察する
と，A 県警の地方採用警察官がその最高位の階級に昇進するための最速昇進モデルは，
試験選抜で巡査（大卒採用 22 歳）→巡査部長（24 歳）→警部補（26 歳）→警部（34
歳），選考選抜で警視（警部在職 9 年：43 歳）→警視正（警視在職 9 年：52 歳）→警
視長（警視正在職 5 年：57 歳）40となる。すなわち，A 県警では「警視長」へ昇進す
るためには，試験および選考段階の全てにおいて，ほぼ最速で選抜される必要がある。








タは A 県警でしか確認できないからだ。そこで， A 県と同様に，政令指定都市を擁
する大規模な警察本部である B 県と C 県のデータを用いて，警部以降の各階級昇進時
の在職年数を比較する。これにより，分析結果の頑健性を確保するとともに，各階級
でほぼ最速で選抜されなければ「警視長」まで昇進できないことを示す。 





ず，2 グループの平均値の差を比較するためには t 検定を用いるが，説明変数（α）の
グループが 3 以上の場合は t 検定を一般化した「分散分析」を用いることになる。一
元配置の分散分析の基本（構造）モデルは，下記の（1）式のとおりである。 






ijjijy     （1） 
 
y は被説明変数（各地方採用警察官個人の観測値），μ は全体の母平均，α は所属県
警の効果であり，添え字の i は分析対象で，j は説明変数のグループを表し，ε は誤差









































選抜により大卒採用後 2 年程度で巡査部長を第 1 選抜し，成績優秀者は「早い昇進」
在職年数 最大値 多重比較検定
比率 最小値 Scheffe 法
4.14 1.43 5.57 6
74.4% 25.7% 100% 5
3.38 2.13 5.51 6
61.3% 38.6% 100% 5
3.43 1.57 5.00 6
68.6% 31.4% 100% 4
7.56 3.52 11.08 13 警視→警視正の在職年数
68.2% 31.8% 100% 9 A - B *
7.93 3.86 11.79 14 A - C **
67.3% 32.7% 100% 10 B - C ***
7.39 2.77 10.15 11
72.8% 27.3% 100% 10
5.63 4.63 10.25 13
54.9% 45.1% 100% 9
4.72 5.53 10.25 13
46.0% 54.0% 100% 9
5.16 4.96 10.12 13
51.0% 49.0% 100% 9
階級 自由度（合計） 本部 警察署等 在職年数
警視正→警視長 21 1.528 2.357 1.695
警視→警視正 51 0.485 2.191 11.076***





































【注】 下段に分散分析（数値は F 統計量）の結果を示し，右側に分散分析の下位検定にあ
たる多重比較検定の結果を示した。 
＊＊＊は 1％水準，＊＊は 5％水準，＊は 10％水準でそれぞれ有意を示し，自由度はグル
ープ内とグループ間の合計値である。なお，警察庁および管区警察局への出向は，
本部扱いとしている。 














階級を付与されるという点で，Rosenbaum（1984）がいう fast track 制度の存在が
















































以上のシステムでは，fast track 制度の過誤（樋口 2001）を回避するため，警部昇
進前には長期の査定が続けられて，評価バイアスが低減されていると考えられる。し
かし，巡査部長昇進時（第 1 選抜）には 2 名という少人数ではなく，できるだけ多く
の者を選抜して fast track に乗せることで，潜在能力を秘めた者のモチベーション低
下と退職行動を回避する効果も期待されうる。人口減少時代の到来で警察官の採用者
数を抑制する時期もそう遠くはない。優秀な人材を組織内に留まらせることもまた難
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【データ，資料】 
A 県人事委員会「職員の給与等に関する報告及び勧告 参考資料 5 
『職員の給料表別・職務の級別・年齢別人員・平均給料月額』」（1987～2006 年） 






























































本稿の構成は，2 で賃金格差に伴う理論と実証研究を吟味し，3 で A 県（行政職・
警察職）の人事制度を概説して，制度改革の意図を提示することで，検証課題を導出
する。4 の実証分析では，職階間賃金格差について，記述統計分析と計量分析を行い，





















































































A 県は県内に政令指定都市や中核市を多く抱え，行政職・警察職ともに職員数 1 万
人を擁する大規模な自治体であり，賃金構造に関する定量的な分析に耐えうる規模が
ある。また，A 県人事委員会が給与勧告時に添付している「職員の給与等に関する報
告および勧告 参考資料」は 47 都道府県で最も充実しており，賃金等級と昇進の対応
関係を検証できるという利点もある。本稿では以下，A 県人事委員会より提供を受け
た，1986～2007 年の 20 年分の職種別の資料を用いる。ただし，この資料は学歴情報









分析対象期間内の A 県行政職の賃金等級制度は 10 級制となっており，役職は 1～3





階級は 1 級が巡査（係員），2 級は巡査長（係員），3 級は巡査部長（主任），4 級は




                                                   































































部長 10級 警視監 本部長
局長 9級 警視長 部長
課長 8級 警視正 参事官
主幹 7級 署長
係長 6級 調査官級
主査 5級 警部 警察署課長































































改革前 1991 年と改革後 1992 年の賃金テーブル（給料表）を比較すると，行政職の
レンジは，改革前 121,000 円～561,200 円に対して，改革後は 127,800 円～573,100




                                                   









































告 参考資料」に基づき，行政職については 1986～2005 年，警察職については 1986










表 2 記述統計量 
 
変　　数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
行政職（分析対象期間：pool）
　月例賃金（対数） 2162 12.705 0.376 11.621 13.708
　年齢 2162 43.207 10.512 18 59
　年齢の二乗項 2162 1977.269 873.190 324 3481
　役職ダミー ：一般（1級） 2162 0.068 0.252 0 1
　　　　　　　　：一般（2級） 2162 0.098 0.297 0 1
　　　　　　　　：一般（3級） 2162 0.089 0.285 0 1
　　　　　　　　：主任（4級） 2162 0.104 0.305 0 1
　　　　　　　　：主査（5級） 2162 0.148 0.356 0 1
　　　　　　　　：係長（6級） 2162 0.139 0.346 0 1
　　　　　　　　：主幹（7級） 2162 0.106 0.308 0 1
　　　　　　　　：課長（8級） 2162 0.118 0.323 0 1
　　　　　　　　：局長（9級） 2162 0.070 0.256 0 1
　　　　　　　　：部長（10級） 2162 0.060 0.237 0 1
　制度改革ダミー 2162 0.475 0.499 0 1
　年次ダミー（control） 2162 － － 0 1
　各セルの職員数（ウエイト） 2162 65.700 90.303 1 551
警察職（分析対象期間：pool）
　月例賃金（対数） 2100 12.773 0.287 11.803 13.217
　年齢 2100 42.521 10.428 18 59
　年齢の二乗項 2100 1916.766 863.399 324 3481
　階級ダミー ：巡査（1級） 2100 0.159 0.365 0 1
　　　　　　　　：巡査長（2級） 2100 0.173 0.378 0 1
　　　　　　　　：巡査部長（3級） 2100 0.204 0.403 0 1
　　　　　　　　：警部補（4級） 2100 0.184 0.388 0 1
　　　　　　　　：警部（5級） 2100 0.141 0.349 0 1
　　　　　　　　：警視（6級；7級含む） 2100 0.139 0.346 0 1
　制度改革ダミー 2100 0.532 0.499 0 1
　年次ダミー（control） 2100 － － 0 1






～1991 年）と改革後（2000～2005 年），警察職の賃金制度改革前（1986～1991 年）
と改革後（2002～2007 年）のデータを用いて，箱ひげ図を作成した（図 1）。 
まず，職種別では比較可能な 6 級（行政職：係長，警察職：警視）までみると，第








































 ln = + + + + + + +    (1)  
 
ただし，lnW ＝月例賃金（CPI：2005 年基準）の自然対数値 
    α ：定数項，β ：係数，ε ：誤差項 
i ：A 県年齢別・職階別職員グループのインデックス，t ：年次 












































巡査 巡査長 巡査部長 警部補 警部 警視
【注釈】上段は行政職，下段は警察職であり，左図は改革前，右図は改革後である。 
    縦軸は 2005 年 CPI で実質化した月例賃金の対数値，横軸は職階（等級）を示している。 






    YD ：年次ダミー 
 
表 3 は，職階間賃金格差の推計結果を示したものである。行政職においては賃金制
度改革前 1986～1991 年，改革後 2000～2005 年，警察職においては賃金制度改革前












賃金格差の変化（制度改革による効果）を比較した結果，2 級と 10 級については有意
な差はないが，3 級～局長（9 級）については，全て 1～5%水準で有意となった。す
なわち，2 級と部長（10 級）は改革前後で賃金格差に変化はなかったが，一般職員（3
級）は 3.2%，主任（4 級）は 4.8%，主査（5 級）は 6.6%，係長（6 級）は 5.2%，主
幹（7 級）は 4.4%，課長（8 級）は 4.4%，局長（9 級）は 4.8%，賃金格差が拡大し









長（2 級）以外，全て 1%水準で有意となり，巡査部長（3 級）は 6.0%，警部補（4
級）は 6.5%，警部（5 級）は 5.6%，警視（6 級＋7 級）は 3.9%，賃金格差が拡大し
ていた。ただし，全員が昇進できる巡査長（2 級）の賃金格差は拡大していない。 
 








0.059 *** -0.003 0.070 *** -0.014 ***
-0.000 *** -0.000 -0.001 *** 0.000 ***
0.050 *** 0.007 0.055 *** -0.000
0.119 *** 0.032 ** 0.089 *** 0.060 ***
0.164 *** 0.048 *** 0.137 *** 0.065 ***
0.236 *** 0.066 *** 0.202 *** 0.056 ***
0.284 *** 0.052 ** 0.268 *** 0.039 ***
0.328 *** 0.044 **
0.394 *** 0.044 **
0.449 *** 0.048 **
0.554 *** 0.029
*** ***
 observations  observations
 Prob > F  Prob > F
 R-squared  R-squared
 Root MSE  Root MSE




   (0.007)
　　巡査部長（3級）    (0.002)    (0.006)
   (0.003)
   (0.000)    (0.000)
   (0.001)
全て1%水準で有意
   (0.014)
   (0.014) 　　警視監（国家公務員）
   (0.003)











　　警部補（4級）    (0.002)
　　巡査（1級）：base － －
　　巡査長（2級）    (0.002)    (0.006)





















   (0.008)    (0.011)
   (0.009)　　一般（3級）
　　主任（4級）    (0.011)
   (0.021)












   (0.014)    (0.021)
   (0.014)    (0.021)
   (0.014)
   (0.021)






   (0.007)












   (0.021)
【注釈】（ ）内は，robust 標準誤差を示す。 
＊＊＊は 1％水準，＊＊は 5％水準，＊は 10％水準でそれぞれ統計的に有意であ
ることを示す。 
【出所】A 県人事委員会「職員の給与等に関する報告及び勧告 参考資料（行政職：
































                                                   














































期間中の採用抑制政策があり，1986 年当時は 12,419 人であった職員数も 2005 年に
は 10,447 人に減少しているが，給与総額は 21%上昇している。反対に，警察職につ
いては，刑法犯認知件数の増加や犯罪の高度化・凶悪化に伴う警察官の増員により，
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